
1はじめに＊1

戦後の租税教育は、昭和25年に国税庁が高校生向
けの租税教育の補助教材を刊行してスタートし＊2、以
降、教育関係機関、税理士会、関係民間団体等の協力
を得て、租税教室の開催等が各地で広がり、徐々に裾
野が広がってきた。学習指導要領に「税」に関する記
述が初めて記載されたのは、昭和43年の小学校の学
習指導要領であったが、現在では、小中高の各学習指
導要領に租税に関する記述が記載されており＊3、学校
教育において必須の学習項目となっている。
平成以降、租税教育に関し、一番の転機となったの

は、平成23年度税制改正大綱（平成22年12月16日
閣議決定）であった。これにおいて、「租税教育の充
実」が初めて閣議決定され、関係省庁及び民間団体が
連携して租税教育の充実に取り組むこととされた＊4。
以降、租税教育は充実の一途にあったものであるが、
最近は折からの新型コロナウイルス感染拡大の影響
で、一時的に停滞を余儀なくされている面もある。
本稿では、コロナ禍における租税教育の現状を踏ま

え、今後の租税教育の在り方、特にICT活用型租税教
育の推進について整理、検討することとしたい。

2租税教育の現状
（１）租税教育の推進体制
租税教育の環境を整備し、租税教育の充実を図るた

め、国税当局、地方公共団体、教育関係機関、税理士
会、関係民間団体等を構成員とする租税教育推進協議

＊1） 本稿の作成にあたって、大川博史氏、萩原亮氏には大変有益な助言や示唆をいただきました。本稿の意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、国税
庁の見解を表すものではありません。本稿の記述における誤りは全て筆者によるものです。

＊2） 今村千文「租税教室」NETWORK租税史料2023年1月（予定）（https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/sozei/network/）（校了時HP
未登載）国税庁広報課（当時）は、昭和25年に、初の試みとして、新制高校の社会科の副教材として利用されることを目的とした色刷パンフレット
「租税教室」（シリーズ形式、全12巻）を文部省、東京都教育庁等と協議の上刊行し、全国の教育庁及び新制高校に配付した。税務大学校租税史料室所
蔵（資料12）。

＊3） 国税庁「国税庁70年史（平成21年7月～令和元年6月）」154頁（https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/70th/pdf/02/02-08.
pdf#page=7）（令和4年10月14日最終閲覧）

＊4） 市田浩恩「『租税教育の充実』について」ファイナンス2012年1月号46頁。
＊5） 市田浩恩・前掲注4、47頁。
＊6） 国税庁ホームページ掲載（https://www.nta.go.jp/taxes/kids/kyozai/jireishu/index.htm）（令和4年10月14日最終閲覧）

会が、全国に設立されており、これを中心として、各
地域における租税教室への講師派遣、副教材の作成、
教員等への意識啓発研修、税の作文募集等の各種取組
みが実施されている（資料1）。
資料1　租税教育の推進体制

・教育関係者（教育委員会等）
・地方税当局（都道府県・市区町村）
・国税当局（国税局・税務署）
・税理士会
・関係民間団体（法人会・青色申告会・納税貯蓄組合・間税会等）

資料１ 租税教育の推進体制

（地方）租税教育推進協議会

国レベル 会

都道府県： 会

市町村： 会

・文部科学省
・総務省
・国税庁
・日本税理士会連合会（賛助会員）

全国で 会
（令和 年 月現在）

国

地方
教育関係者

推進体制

税理士会
関係民間団体

租税教育推進関係省庁等協議会

この租税教育推進協議会は、昭和33年に熊本県で
発足＊5以降、現在は全都道府県単位及び市区町村単位
で、合計767の協議会が設立されており、これらの事
務局は、税務署の総務課または署の税務広報広聴官な
どが担っている。
中央レベルでは、平成23年度税制改正大綱を契機
に、平成23年11月に租税教育推進関係省庁等協議会
（以下、「中央租推協」という。）が設立された。中央
租推協では、関係省庁（国税庁、文部科学省及び総務
省。オブザーバーとして日本税理士会連合会が参加。）
が毎年協議し、租税教育の充実に向けた基本方針の策
定、「租税教育の事例集＊6」の作成などを行っている。
次図（資料2）は、これらの協議会を中心とした、
租税教育の取組みの全体像を概略的に示したものであ
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る。円の大きさは、国税当局における事務量をおおよ
そではあるが相対的に表している。
資料2　租税教育の全体像

講師派遣

学習指導要領
改訂対応

【国税庁 中央租推協）】

講師養成
研修会

国税庁ＨＰ
「税の学習
コーナー」

・情報提供
・研修会

【学校関係者】

教材作成

・税に関する作文
・租税教育推進校等
・納税表彰

【各種表彰】

【国税局・税務署（地方租推協）】

【租税教室】

資料２ 租税教育の全体像

（２）租税教室の開催回数
租税教育推進協議会を通じて当局の職員等を各学校

に講師として派遣する形で実施される租税教室（以
降、「租税教室」という。）の開催回数＊7は、令和元年
度は、全国で3万回を超え、小学校においては、全国
の8割近く、中学、高校では3割から4割の学校で開
催されていた。しかしながら、令和2年度は、新型コ
ロナの影響を受け、開催回数は前年度のほぼ半分と減
少した（資料3）。
令和3年度は、前年度比で開催回数は、約1.5倍に、

受講者数は、約1.4倍と持ち直したものの、令和3年
度の数字をコロナ前である令和元年度の数字と比較す
ると、全体の開催回数は、令和元年度比で約77％、
全体の受講者数は、令和元年度比で約65％にとどまっ
ており、まだコロナ前の租税教室の開催状況まで戻っ
ていないことがわかる。
令和2年度の開催回数の大幅な減少は、令和2年度

の一学期に全国的に学校休校があったこと、二学期以
降も感染対策の徹底から外部の人の出入りの制限や、
密を回避するため集合方式での開催を避けたというこ
とが大きかったのではないかと推察される。令和3年
度は、全国的な学校休校等がなかったため、租税教室
の開催回数の自然回復があったと考えられるが、緊急
事態宣言が2回、まん延防止等重点措置が2回あった
等、新型コロナの影響は依然大きかったため、コロナ
前の開催水準まで戻らなかったのであろう。

＊7） 本稿における各資料の計表については、地方租税教育推進協議会を通じて開催した租税教室を基礎としており、関係機関、税理士会、関係民間団体等
が独自に開催したものについては含まれていない。また、本稿中の「年度」は、4月から翌年3月までの1年間をベースにしている。

令和3年度の開催回数を、小・中・高校別に見ると、
特に、中学生以上を対象にした租税教室は伸びておら
ず、令和3年度における、令和元年度比の租税教室の
開催回数・受講者数については、いずれも50％台で
ある。中学・高校とも、学習指導要領に税についての
記載はあるため、租税教室の開催はなくとも、学校教
育において税の学習はされているものの、教員等によ
る税の授業の内容等について、その実態は把握できて
いないのが現状である。
なお、租税教室の開催回数が回復しつつある小学校

の数字をみると、コロナ前は、1回当たりの受講者数
が40名前後であったのが、令和3年度は1回当たり
33人となっている。おそらく、コロナ前は、体育館
等で集合して学年ごとに開催していたものが、コロナ
の影響により、密を回避するため各教室での開催形態
となったため、1回当たりの受講者数が減っているの
ではないかと推察される。

（３）租税教室への講師派遣状況の推移
租税教室の講師については、国・地方公共団体の税

務職員のみならず、税理士や関係民間団体の方々、ま
た財務局、選挙管理委員会、年金事務所などの関係機
関の職員が講師を務めている。
講師派遣の状況をみると（資料4）、小・中学校では、

多様な講師構成となっており、特に関係民間団体の
方々が講師となっている割合が高い。一方、高校、大
学になると、税理士の従事割合が高くなっており、租
税教室の講師分担については、受講者と講師の専門性
に応じた分担がされているということが見て取れる。
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資料3　租税教室開催状況の推移
租税教室等開催状況の推移
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【受講者数】 小学校
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高等学校

大学等

大学等
令和３年度 開催回数計 25,025回

受講者数計 1,001,877人 （回）

小学校

中学校

（参考）開催校割合
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

小学校 73.9% 76.0% 77.0% 42.9% 61.4%
中学校 37.2% 40.4% 40.3% 17.1% 24.7%

高等学校 35.8% 37.4% 35.7% 17.5% 20.8%

資料4　租税教室等への講師派遣状況（対象者別構成比等）
※グラフ上部の数字は、講師派遣人数

租税教室等への講師派遣状況（対象者別構成比等）
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小学校 中学校

高等学校 大学等

国税職員 地方公共団体職員 税理士等 関係民間団体関係者 その他

61.4％（開催校割合）

24.1％（開催校割合）

24.7％（開催校割合）

20.8％（開催校割合）

20.2％（開催校割合）

5,689 4,589 3,831 54 2,052 539 1,598 198 11

797 32 742 96 1 568 7 142 12 1

4,837 5,724 5,386 8,321 448 1,192 763 2,549 347 210

519 33 1,227 31 121 645 2 333 12 27
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（４） 税に関する中学生・高校生の作文の応募
状況

税に関する中学生・高校生の作文の応募数について
は、令和2年度は、中学生で前年比54%、高校生で同
75%とかなり減少したものの、令和3年度は新型コロ
ナ前である令和元年度と比較すると、中学生で78%、
高校生で83％と回復してきている（資料5）。租税教
室実施後に、「税に関する作文」を夏休みの課題とし
て出す学校も多いため、租税教室の開催回数の増減が、
全体の応募数の増減に連動していると考えらえる。
資料5　税に関する中学生・高校生の作文の応募状況

応募校数（中学） 応募編数（中学） 応募校数（高校） 応募編数（高校）
平成29年度 7,528 616,072 1,750 218,208
平成30年度 7,511 593,795 1,810 219,163
令和元年度 7,464 578,204 1,818 214,421
令和2年度 4,877 313,725 1,381 160,184
令和3年度 6,482 450,142 1,563 178,807

（５）小括
上記のとおり、租税教室の開催回数や税に関する作
文の応募件数をみると、令和2年度に新型コロナの影
響により減少していたものが、令和3年度にかなり持ち
直した一方、まだコロナ前の状況には戻っていないこ
とがわかる。平成23年の閣議決定以降、充実の一途に
あった租税教育が、新型コロナの影響により一時的に
停滞を余儀なくされているとも言え、これまで積みあ
げてきた租税教育のネットワークやノウハウが解消さ
れることのないようにすることが喫緊の課題であろう。
もちろん、租税教育は、学習指導要領に記載されて

いるのであるから、租税教室が実施されていない学校
でも、何等かの形で税に関する学習が行われているの
であり、租税教室の開催回数の増加がイコール租税教
育の充実というわけではない。実践的な租税教育の研
究会を学校教員が集まって実施している地域もあ
り＊8、そのような「内製型」租税教育の取組みも、よ
く注視、評価されるべきである。そのような取組みも
踏まえて、租税教育の全体像を考えるべきであるが、
「内製型」租税教育の全国的な数値がなく、このよう
な取組みをどのように継続的に把握、評価するかも今
後の課題と考える。

＊8） 例えば、宮城県の石巻地区租税教育推進協議会では、毎年、小中学校教員による租税教育実践発表が行われている。国税庁ホームページ「令和3年度
租税教育実践発表会（石巻地区租税教育推進協議会）」（https://www.nta.go.jp/about/organization/sendai/education/jirei_ishinomaki/r03.
htm）（令和4年10月14日最終閲覧）。

＊9） 文部科学省『文部科学白書2021』309頁。

3コロナ禍における租税教室
（１）ICT活用型租税教室の試み
前述のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響

で、租税教室の開催回数は、コロナ前よりもかなり減
少したが、国税庁では、コロナ禍にあっても児童・生
徒等が、従来どおりの租税教育が受けられるよう、
ICTを活用した租税教室などを全国的に試行・実施し
てきた。
折しも、令和元年6月に学校教育の情報化の推進に

関する法律が公布・施行され、また令和元年度から
GIGAスクール構想により、小学校段階から高等学校
段階において学校における高速大容量のネットワーク
環境が整備された。令和3年度からはほとんどの義務
教育段階の学校において児童生徒一人一台端末（以
下、「GIGAスクールPC」という。）が整備され、教
育の情報化が急速に進展してきている。＊9

租税教育においても、このGIGAスクールPCを
使った、リアルタイムオンライン型の租税教室、事前
に録画した授業のデータを配信したオンデマンド方式
の租税教室など、非接触型の租税教室が、コロナ禍で
広がっており、資料6は、このようなICTを活用した
租税教室の開催回数を示したものである。
資料6　オンライン等による租税教室の開催回数（令和3年度）

個別ICT端末活用 リアルタイム�
・オンライン オンデマンド

小学校 44 147 103
中学校 32 113 20
高等学校 16 73 14
その他 6 58 64
計 98 391 201

（注）�国税庁広報広聴室調べ。現時点で把握している範囲での数字であり、実際の
開催数と相違している可能性がある。

令和3年度に全国で年間約2万5千回行われている
租税教室のうち、数％に過ぎない数ではあるが、これ
までにない取組みもあるため、いくつかの興味深い事
例を紹介したい。いずれも令和3年度中に実施された
ものである。
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イ　霞ケ関発リモート租税教室（例1）
令和3年11月に、国税庁広報広聴室職員が講師と

なり、全国11の小中学校に向け、リアルタイムでの
オンライン租税教室を試行的に開催した。生徒からの
質問やクイズには、チャットでやりとりし、税の説明
に加え、霞が関や国税庁の説明を入れ、先方からは学
校紹介もしてもらうなどして、双方向型、地域交流的
な租税教室を指向したものである。実は筆者もこの講
師の半分を担当し、オンライン租税教室のメリットを
実感として感じたところである。今回、オンラインで
繋いだ先には、鹿児島県屋久島、愛知県答志島、長崎
県対馬などの離島地域もあったが、遠く離れた地域の
子供たちとリアルタイムでやりとりすることは、それ
だけでも先方の関心を引くものであったし、子供たち
の熱心かつ真摯な姿勢は、租税教育の意義を改めて再
確認させるものであったと思う。

例１霞が関発 オンライン租税教室

児童・生徒とチャットでやりとり

霞が関の周辺を紹介

複数のクラスと同時に開催

９０名以上の生徒と同時に接続

例３ 島根県隠岐島発
中学校オンライン租税教室

例４ 茨城県発 新潟県下高
校へのオンライン租税教室

例２ 熊本県発
税務署若手職員が

オンライン租税教室

１億円レプリカも披露

いずれの開催においても、TeamsやWebexなどの
電子会議ツールを使ったが、開催前に学校側と通信確
認を行い、準備を入念に行ったところで、問題なく実
施できたのがほとんどであった。一部、当日にハウリ
ングや画面がフリーズするという事態もあったが、開
催当日に、各教育委員会のICT支援員の支援を仰ぐこ
とで、このような事態は回避できた可能性は高かった
のではないかと考える。

ロ　税務署等からのオンライン租税教室
税務署からリモートで、あるいは学校内の別室から

校内LANを使って、非対面で租税教室を行う試みも
広がってきている（例2、例3）。
中には、茨城県下の税務署長が新潟県の高校にオン

ライン租税教室をやったケースなど、県を跨いでの租
税教室の開催というケースもある（例4）。

例１霞が関発 オンライン租税教室

児童・生徒とチャットでやりとり

霞が関の周辺を紹介

複数のクラスと同時に開催

９０名以上の生徒と同時に接続

例３ 島根県隠岐島発
中学校オンライン租税教室

例４ 茨城県発 新潟県下高
校へのオンライン租税教室

例２ 熊本県発
税務署若手職員が

オンライン租税教室

１億円レプリカも披露

例１霞が関発 オンライン租税教室

児童・生徒とチャットでやりとり

霞が関の周辺を紹介

複数のクラスと同時に開催

９０名以上の生徒と同時に接続

例３ 島根県隠岐島発
中学校オンライン租税教室

例４ 茨城県発 新潟県下高
校へのオンライン租税教室

例２ 熊本県発
税務署若手職員が

オンライン租税教室

１億円レプリカも披露

例１霞が関発 オンライン租税教室

児童・生徒とチャットでやりとり

霞が関の周辺を紹介

複数のクラスと同時に開催

９０名以上の生徒と同時に接続

例３ 島根県隠岐島発
中学校オンライン租税教室

例４ 茨城県発 新潟県下高
校へのオンライン租税教室

例２ 熊本県発
税務署若手職員が

オンライン租税教室

１億円レプリカも披露

ハ　対面型の租税教室における工夫
リモートによる租税教室ではないが、対面型の租税
教室において、各生徒のGIGAスクールPCを有効活
用した事例も紹介したい。

高松市の中学校では、
アクティブラーニング
用に作成した教材を生
徒の各GIGAスクール
PCに配付し、各自の
PCから回答してもら
い、回答を電子黒板に
表示し発表、他の生徒
の意見も見ながら話し
合う、といった方式で
進められた（例5）。
このようなアクティ

ブラーニング教材と
ICTの活用により、よ
り集中して各生徒が考
えていた、という評価
があったようである。
このような、各生徒

の端末を活用したアク
ティブラーニング方式
による租税教室は、広
島県の高校でも実施例
がある（例6）。

例７ 香川県発 小学校での
活用型租税教室
（対面方式）

児童の スクール に、税に
関するアンケートを事前布。
最後にも同アンケートを実施し、
税に対する意識が教室開催前後で
どのように変わったかを表示。

回答を電子黒板に表示し発表

例５ 香川県発 中学校での
活用型租税教室
（対面方式）

2

生徒の 端末を活用し、
ワークシートを基にグルー
プワークを実施。それぞれ
の意見を共有し、発表。

例６ 広島県発 高校での
アクティブラーニング型
租税教室（対面方式）

例７ 香川県発 小学校での
活用型租税教室
（対面方式）

児童の スクール に、税に
関するアンケートを事前布。
最後にも同アンケートを実施し、
税に対する意識が教室開催前後で
どのように変わったかを表示。

回答を電子黒板に表示し発表

例５ 香川県発 中学校での
活用型租税教室
（対面方式）

2

生徒の 端末を活用し、
ワークシートを基にグルー
プワークを実施。それぞれ
の意見を共有し、発表。

例６ 広島県発 高校での
アクティブラーニング型
租税教室（対面方式）
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同じく高松市の小学校の租税教室では、通常の租税
教室に、ICTを活用したアンケートを実施した（例7）。

実施方法は、児童の各
GIGAスクールPCに、
税金のイメージ、税金
は必要か等のアンケー
トを事前に配付し、通
常の租税教室を行った
後、授業の最後に再
度、税金は必要か等の
アンケートを実施した
というものである。前

後のアンケート結果をグラフ化、電子黒板に並べて表
示し比較するとともに、各自の意見を発表しながら話
し合いを行ったというもので、このように部分的にで
もICTを活用するやり方も好評であったようである。
福井県の小学校でも、生徒にGIGAスクールPCで

ワークシートを記入してもらい、結果をすぐに大型モ
ニターで共有するなどして、授業展開を図った事例も
ある（例8）。

例８ 福井県発 小学校での
アクティブラーニング型租税教室

（対面方式）

生徒の 端末を活用し、ワークシート
（下）を基に児童一人一人に考えてもらう。
回答結果は大型モニターに映し、授業展開。

フォームを使ったアンケートを最後
に実施。

例９ 山口県発 高校生がリ
モート租税教室の講師に挑戦

クイズアプリ「 ！」によるク
ラス対抗の税金クイズや、自主製作
動画を盛り込んで、高校生自らが、
作成した教材で７クラス２５０名に
同時配信。

租税教室
6 年 1 組 名前

わたしは お年寄りの

項目 理由

A教科書や学校で使う机・イスなど 10 万円

B道路・橋・信号など 50 万円

C警察・消防 20 万円

D保育園 赤ちゃんを預かってもらう 20 万円

E病気になったとき お医者さんの診察料やお薬 20 万円

F年金 働けなくなったお年寄りが暮
らしていくため 100 万円

80 万円

合計 300 万円

0 万円

予算内

万円

Hその他あなたが必要だと思うもの・こと

立場で考えます。

G寝たきりになったお年寄りのお世話のための
お金

金額

何にどのくらいの税金を使ったらいいのかな？
　皆さんは順化町という仮の町の町民です。町には子供から大人やお年寄りまで10人が暮らしています。1年間で町で使える税金は300万円です。
皆さんが考える良い町にするための税金の使い方を考えてみましょう。
子供の立場、会社や家で働いている大人の立場、お年寄りの立場になって、理由も考えてみましょう。
お金は、０円、10万円、20万円、30万円、50万円、80万円、100万円、200万円から選んでください。

A教科書や学校で使
う机・イスなど

B道路・橋・信号など

C警察・消防

D保育園

E病気になったとき

F年金

G寝たきりになったお
年寄りのお世話のた

めのお金

【わたしの考える町の予算】

【わたしの町はこんな町】

ニ　外部講師によるオンライン租税教室
山口県の中学校の例であるが、高校の情報ビジネス

＊10） 新潟県租税教育推進協議会「租税教育だより第60号」令和4年3月1日発行（https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/307097.
pdf）（令和4年10月14日最終確認）

科の生徒6人が、オン
ライン租税教室の講師
となり、リモートで
250人をつないで租税
教室を実施した（例
9）。大人数への租税
教室であったが、若い
世代ならではのアイデ
アでもある、クイズア
プリを使ってのクラス
対抗の税金クイズを取
り入れることで、個々
の生徒の関心を引き付
けたようである。
最近は、関係民間団

体や税理士会の講師が
オンライン租税教室を
実施する例も増えてき
ているが、担当講師
が、生徒の関心・興味
を引き、理解を高める
べく、様々な工夫を試
みている（例10）。

ホ　地域の租税教育推進協議会における試み
新潟県の糸魚川市租税教育推進協議会では、市の教

育委員会ICT支援員の協力の上、ICT活用型の租税教
育授業案を策定しており、今後、オンライン中継を取
り入れるなどの検討も進められているようである。＊10

租税教育におけるICT活用に、地域の租税教育推進
協議会が積極的に動きだしていることが注目される。

（２） オンライン租税教室のメリットとデメ
リット

霞ケ関発リモート租税教室では、実施後に児童・生
徒と教職員にアンケートを行った。そのアンケート結
果から、オンライン租税教室のメリットを要約する
と、コロナの感染状況に関わりなく開催できること、
チャットやアンケート機能により双方向性が確保でき

例７ 香川県発 小学校での
活用型租税教室
（対面方式）

児童の スクール に、税に
関するアンケートを事前布。
最後にも同アンケートを実施し、
税に対する意識が教室開催前後で
どのように変わったかを表示。

回答を電子黒板に表示し発表

例５ 香川県発 中学校での
活用型租税教室
（対面方式）

2

生徒の 端末を活用し、
ワークシートを基にグルー
プワークを実施。それぞれ
の意見を共有し、発表。

例６ 広島県発 高校での
アクティブラーニング型
租税教室（対面方式）

例８ 福井県発 小学校での
アクティブラーニング型租税教室

（対面方式）

生徒の 端末を活用し、ワークシート
（左）を基に児童一人一人に考えてもらう。
回答結果は大型モニターに映し、授業展開。

フォームを使ったアンケートを最後
に実施。

例９ 山口県発 高校生がリ
モート租税教室の講師に挑戦

クイズアプリ「 ！」によるク
ラス対抗の税金クイズや、自主製作
動画を盛り込んで、高校生自らが、
作成した教材で７クラス２５０名に
同時配信。

例 北海道江別市発
法人会青年部による
オンライン租税教室

の挙手機能
を積極的に活用

4
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ることがメリットとしては挙げられるところである。
改善点としては、準備の大変さなど技術的な面と、臨
場感を欠く、というところに収斂されてくるようであ
る（資料7）。
資料7　霞ヶ関発リモート租税教室でのアンケート結果（児童の回答）

リモート租税教室を受けた感想（自由記載）

小
学
生

・絵やクイズ形式で丁寧に優しく教えてもらえたので、すごく分か
りやすかった（同意見多数）

・税金は要らないと思っていたが、税金はとても大切だと分かった
（同意見多数）
・税金が50種類もあって驚いた！学校では5種類くらいしか教わっ
ていない（同意見多数）

・税金を無駄にしないよう、毎日元気に学校に登校しようと思った
・小学生1人当たりの年間費用が88万円と聞いて驚いた（同意見多数）
・間接的だが自分たちが税金の使い道を決めていることが分かった
・難しいクイズもあったけど、楽しく学べた
・東京の人とリモートで税金の勉強ができて良かった
・財務省に食堂やコンビニがあることに驚いた（食堂がおいしそう
だった）

・トラブルもなく接続できて良かった
・リモートの授業が初めてで、ドキドキした
・音声のラグがあったけど、タブレットに資料が大きく映るので見
やすかった

中
学
生

・とても分かりやすい説明だった
・おもしろかった！ありがとうございます！
・これから人のために税金を納めたい
・霞が関に総務省などの省庁が集まっていることが分かった
・「直接税」、「間接税」や「国税」、「地方税」の違いが分かった
・チャットを使うことで、気軽に質問をすることができた
・チャットで不必要なことを書く人が多くて、良くないと思った
・説明内容や重要なことをチャットに打ち込むと、より分かりやす
くなると思う

・初めてのリモートでトラブルもあったが、税について深く知る良
い機会になった

・リモートなので、声が聞きにくい時があった
・リモートの準備が大変だった

技術面のデメリットについては、このようなリモー
ト教室を経験していくことで、解消されるであろう
し、またオンライン授業特有の臨場感に欠ける点につ
いては、チャットや挙手機能などをうまく使えば、逆
に、個々の児童にダイレクトに届く面もある。改善点
は、経験とともに解消されてくるはずである。

（３）今後の方向性
新型コロナの影響を回避すべく、リアルタイムオン

ライン形式やオンデマンド方式の、非対面での租税教
室の開催が進んできたが、今後、コロナの影響がなく
なれば、あえて非対面にする必要性はなく、従前の対
面型に戻ってくることも当然予想される。しかし、非
対面方式での良かった点は、積極的に取り入れること
により、さらなる租税教育の充実に繋がるのではない
かと考えるものである。
今、現場から聞かれることの一つに、租税教室の開

催の再開を希望する学校でも、従来のように、体育館

＊11） 文部科学省・前掲注9、78頁。

で一同に会して行う方式ではなく、それぞれの教室で
の開催の希望が増えているということがある。前述の
とおり、少人数単位での開催が増えているということ
は、そのことの証左であろう。
それぞれの教室での対面での租税教室開催となる
と、その学年のクラス数だけ租税教室の開催が必要に
なり、そうなると、これまで以上に、講師の手当て、
あるいは講師の時間的拘束が必要になる可能性が高
い。まだ租税教室開催回数自体が平常時ベースに戻っ
ていないためこの問題は顕在化していないが、今後コ
ロナ前の開催状況に回復してきた場合、考えていかな
ければいけない課題であり、そういう意味において
も、複数教室をつないでの、オンラインでの租税教室
開催は、一つの解決策ではないかと考える。
また、対面型の租税教室を開催する場合において
も、前述の例5ないし例8のように、GIGAスクール
PCを利用してワークシートを共有するような方法は、
かなり好評であり、今後、租税教室の手法の一つとし
て広がることが期待される。昨今、学校教育において
は、「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授
業改善が図られているが＊11、租税教室においても、
GIGAスクールPCを使って、双方向型の授業を行う
ことで、より主体的・対話的な学びが可能になるよう
に考える。
さらに、リモート形態により、離れた地域や場所か

ら、租税教室を行うことは、より多くの希望する学校
での開催を可能にするだろう。今後、国税組織におけ
る内部事務センター化により、小規模の税務署の職員
数が減少する可能性もあり、小規模署（多くは人口減
少地域に所在）の所在する地域の学校において、リモー
ト租税教室の開催は、一つの解決策になると考える。
以上の点を踏まえると、アフターコロナに向け、今
後の方向性としては、リモート型はもちろんのこと、
リモート型に拘らず、ICTを活用した租税教育を行う
ことで、さらなる租税教育の充実を図るという方向を
目指すことになるのではないか。もちろん、学校現場
のニーズがあっての話ではある。しかし、これまでの
対面型租税教室のメリットに加え、『ICT活用』を租
税教室のサブメニューに追加することは、租税教室を
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より魅力あるものにでき、コロナによりいったん停滞
した租税教育を回復させ、さらなる充実につなげる有
力なツールになるように思う（資料8）。

4喫緊の課題と解決策
教育のデジタル化が進展し、税務手続のDXが進展

する中、ICT活用型の租税教育は、当然これから進む
べき方向であると思うが、現時点においては、まだ現
場にも温度差があるのが実状である。喫緊の課題と解
決策としては、以下のような点があるだろう。

（１）ICT活用型租税教育のニーズの拡大
現状、教育現場で、ICT活用が進んでいないところ

もあり、ICT活用型租税教育のニーズがそもそもない、
という話も聞かれるところである。各地域の租税教育
推進協議会等での意見交換を通じて、学校側のニーズ
を把握し、ニーズがあるところに積極的にICT活用型
の租税教室を展開し、活用事例を情報共有していくこ
とが、まずやるべきことであろうし、そのような成功
事例の広がりによって、ニーズは自ら広がっていくの
ではないかと考える。

（２）副教材のデジタル化対応
副教材は、現在、国税庁HPで公開しているもの、

及び各地方租税教育推進協議会で作成しているものと
ある（資料9）が、いずれも従来の対面式での租税教

資料8　ICTを活用した租税教育の類型
資料８ ＩＣＴを活用した租税教育の類型

ＧＩＧＡスクール
ＰＣを使用

対面

リモート
リアルタイム

オンデマンド

・パワーポイント教材をタブレットで閲覧
・アンケートフォームの活用
・ワークシートを児童・生徒間で共有
・チャット機能などの活用 等

・チャット機能など
の活用

・教材を画面共有
・複数校（学級）
同時開催

・遠隔地（租税教室
開催困難地）開催

これからのＩＣＴ活用型租税教室

今後の教育のデジタル化を見据え
て更なる事例収集・分析が必要

ＧＩＧＡスクール
ＰＣを未使用

リモート

リアルタイム

オンデマンド

これまで（コロナ禍）のＩＣＴ活用型租税教室

・教材を画面共有
・複数校（学級）

同時開催
・コロナの影響なし

資料9　現状の租税教育用教材

（参考）現状の租税教育用教材

○国税庁

○税理士会
「税って何かな？」
パワーポイント資料

○関係民間団体
租税教室動画教材
（オンデマンド）

○財務省
・ うんこドリル×税金
・ 財務省キッズコーナー（ファイナンスランド）

租税教育用教材 税に関するゲーム税に関する動画 副教材（局作成）

（その他の教材）
・ 高校生の作文リーフレット
・ Ｗｅｂ ＴＡＸ ＴＶ
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室での使用を前提としたものであるため、これも、
GIGAスクールPCでの利用を前提としたものに見直
しを図っていく必要があるだろう。

（３）モデル事例の共有
ICT活用型租税教育は、まだ緒についたばかりであ

り、モデル事例もまだ不足している。有効な取組みに
ついては、今後も国税庁、国税局において情報を集約
し、中央租推協の「租税教育の事例集」に追加する等
の措置を検討していくべきであると考える。

5さいごに
新型コロナによって、働き方や価値観も大きく変

わってきたと言われるが、租税教育自体、その意義は
変わることはなく、むしろシェアリング・エコノミー
の進展等により申告納税手続きを必要とする納税者は
今後も増えていくであろうし、租税教育の重要性は高
まることはあっても、低下するものではないと考える
（資料10）。
租税教育は、その重要性ゆえ、これまで小中高大と

段階的に実施してきた。小学校、中学校、高校と継続

的段階的に税について考える機会を設けることで、税
の役割や意義をきちんと理解し、自立した納税者とし
て社会に参画できるようになるものであるが（資料11）、
コロナ禍において、中学以降の段階で、租税教室の開
催が減少し、その回復が弱いこと、中学生・高校生の
税の作文の応募件数も減少していることは残念なことで
ある。この解決策として、ICT活用型の租税教室の開催
は一つの方策であろう。
もう一つの方策として、コラボ開催ということもあ

る。最近は、租税教育だけでなく、財政教育、主権者
教育、金融教育など、様々な社会教育の要請がある
が、主権者教育、財政教育については、租税教育との
親和性も高く、近年の厳しい財政状況を踏まえれば、
財務局とのコラボ、選挙管理委員会とのコラボで租税
教室を開催することで、相乗効果のある取組みが期待
できる。このようなコラボ開催も実際に取組みが進ん
できており、今後、租税教育の魅力あるメニューの一
つとして定着していくことが期待される。
戦後の混乱期以降、70年以上にわたって、関係機

関と連携し、各地で副教材を作成し、租税教室を開催
してきたことで、租税教育が根付き、若い世代の税に

資料10　租税教育の意義

租税教育の重要性

【国税当局からみた】

国税庁の使命は、「納税者の
自発的な納税義務の履行を適
正かつ円滑に実現する」こと
（平成 年１月６日付 財務省訓令第
号）

税について正しく理解しても
らうためには、子供の頃から
税の意義や役割について考え
ることが重要

• 税は、国民生活や経済社会と密接に関連。

• 税は、暮らしや社会に欠かせない公共サービスの財源。

• 納税は、憲法に定められた国民の義務。
➢ 国民が教育を受け、勤労し、税を納め、持続可能な社会を作っ
ていくことは民主国家の維持・発展にとって欠かせないこと。

➢ 次代を担う児童・生徒等が、国の基本である税の役割や申告

納税制度の意義、納税者の権利・義務を正しく理解し、国や社
会の在り方を主体的に考えることは、民主国家の維持・発展に
とって極めて重要。

• 租税教育は教育基本法の理念に基づいた教育である。
※ 教育基本法第１条

「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会
の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育
成を期して行わなければならない」

※ 同法第２条１項３号（教育の目標）

「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発
展に寄与する態度を養う」

コロナ禍にあっても

重要性は変わらない。
継続的に租税教育を
進めていく必要！
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対する関心が高まり、健全な納税者としての意識が定
着してきた＊12面は大きい。新型コロナを機にこれま
での取組みが後退しないよう、ここ数年の取組みは非
常に重要であり、また今後、ICT活用型租税教育など、
時代のニーズに沿った、魅力あるメニューの充実を期
待するところである。
現在進行中の令和4年度において、また（まさに本

稿掲載時期である）本年の「税を考える週間」（11月
11日から11月17日まで）においても、全国各地で、
租税教育の取組みが広がっていることとであろう。関
係の方々のご尽力に改めて敬意を表したい。

資料12　「租税教室」　昭和25年刊資料１２ 「租税教室」 昭和２５年刊

＊12） 日本は、tax morale（自発的納税意欲）が他国に比べ高いという結果が指摘されている。富田愛優、玉岡雅之「納税意欲を考えた税制改革」租税研
究2022年9号131頁。

資料11　租税教育のステップ

考
え
る

納得！

税を
知る

小学校

中学校

高等学校

大学・

専修学校・
社会人

身近な税、
税の役割を
知る

納税の義務、税の
役割について多面
的に考察する

社会と税、租税の
在り方について深
く考える

自立した納税者と
して社会に参画し
判断できるように
なるとともに、税
の基礎知識を得る

租税
教育
の

内容

夏休みの宿題
「税についての作文」
（納税貯蓄組合）

夏休みの宿題
「税に関する
高校生の作文」
（国税庁）

夏休みの宿題
「絵ハガキコンクー
ル」（法人会）

「税の標語」（間税会）
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